石川県知事　谷本正憲　殿

原子力規制委員会有識者会合の見解にもとづき、志賀原発の再稼働を認めず、原発撤退の決断を求める要請書

2015年５月１８日　原発をなくす石川県連絡会

原発問題住民運動石川県連絡センター　
新しい県政をつくる県民の会　　　　　　　　　　　

　５月１３日の原子力規制委員会「第６回志賀原子力発電所敷地内破砕帯の調査に関する有識者会合」において、「Ｓ－６、Ｓ－１ともに活断層であることを否定できない」などとする意見が相次ぎ、活断層の可能性があるとの見解で一致したと報道されました。

次回会合で見解を基に評価書案を提示、取りまとめに入ることに関し県は「原子力規制庁から説明を受け、県原子力安全専門委員会としても独自に断層の活動性を分析する」とのことでした。

　「中位段丘形成以降…Ｓ-２とＳ-６は活動」（重松紀生氏）、「Ｓ‐６とＳ-１ともに活断層であることを否定できない」（廣内大助氏）、「Ｓ-２・Ｓ-６もＭ１面形成（後期更新世）以降に活動した可能性は否定できない」（藤本光一郎氏）、「（Ｓ－１に関し）断層運動以外では説明しにくい」（吉岡敏和）など、４氏全員が活断層である可能性で一致したことは極めて重い意味を持つと考えます。

　あくまで志賀原発再稼働に固執する北陸電力側が、「活断層ではない」という立場から説明してきたことが、ことごとく否定された結果となったと言えます。

　新規制基準は、活断層の上に原発の重要施設を設置することは認めておらず、耐震安全性に関する安全審査の手引きには、安全側の判断を行うことと明記されています。活断層でないことが科学的に立証できなければ、「活断層の可能性がある」が結論です。北陸電力は追加調査などでいたずらに時間を費やすことなく、この結論を受け入れるべきと考えます。
　今、原発を推進してきた当事者である知事の姿勢が問われています。

「活断層である可能性が否定できない」と有識者会合で一致した志賀原発の再稼働を認めることは言語道断であり、県民の命と安全を守る立場から、志賀原発に依存する県政運営の根本的な転換が求められています。

　知事が次の決断を行うことを強く求めます。
1． 知事として志賀原発の再稼働を認めず、原発に依存しない県政に転換すること。

2． 平成２６年９月に策定した「石川県再生可能エネルギー推進計画」に、期限をきった数値目標をいれ、爆発的な普及への積極的なイニシアチブを発揮すること。

以上
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